様式第３号Ｂ（転用目的の除外） 
農用地利用計画変更調書
	 案件番号
	
	                     
                     
	変更区分
	除 外
	→　除　外

	
	
	
	
	



１　農用地利用計画の変更が必要な事業計画等の概要
　(1) 事業計画の内容
	①事業計画者
	 住　所：
 氏　名：

	②土地の権利移動の予定
	 譲受人（賃貸人）：
 譲渡人（賃借人）：

	③変更の理由
	

	④変更後の土地利用計画
（施設の種類、規模・面積等）
	



  (2) 事業計画全体の土地利用計画                                        　　　 (単位：㎡）
	       区　 　分
	 　      事業計画全体面積
	

	
	
	 　 うち農地転用予定

	農用地区域内（除外分） ①
	     　　　           
	　     　 　　

	農用地区域外　　　　 　②
	       　　        　 
	　     　 　　

	　　 合　  計      ①＋②
	        　　   　      
	　   　 　  　



  (3) 農用地利用計画の変更に係る土地の所在地等                               　
	




	所　　在　　地
	地目等
	現在の
利用状況
	用途区分
	面積 （㎡）

	
	
	登記簿
	現  況
	
	変更前
	変更後
	

	
	
	
	
	
	
	－
	 

	
	
	
	
	
	
	－
	

	
	
	
	
	
	
	－
	

	
	
	
	
	
	
	－
	        

	
	
	
	
	
	
	－
	        

	
	
	合 　計
	　　   


  
※　地目等の現況欄は、「田」「畑」「樹園地」「採草放牧地」「農業用施設用地」「混牧林地」「山林」「原野」「その他」のいずれかを記入する。土地改良施設については「その他」で記入する。
    　なお、違反状態のものは、違反前の現況地目について記載する。（指導や許認可が必要となる可能性があるため。）
  ※　現在の利用状況は、「田」「畑」「荒廃農地」「農業用倉庫」「畜舎」「排水路」「山林」「住宅（違反）」等を記載する。

【縦覧部分】※個人情報は記載しない。
	 案件番号
	
	

	 除外理由
	



２　除外要件の検討
  (1) 農振法（法第13条第２項）
	
	要　　　件　　  等
	      検　　討　　結　　果

	
	
	○×－
	判　　断　　理　　由

	
１
号

	○農用地等以外の用途に供することが必要かつ適当　であって、農用地区域外の区域内の土地をもって代えることが困難である。
	
	


	
	
	・具体的な計画があり、不要不急でない。
	
	

	
	
	・施設の規模やそれに伴う除外面積が過大でない。
	
	

	

２
号

	○農用地の集団化、農作業の効率化その他土地の農　業上の効率的かつ総合的な利用に支障を及ぼすお　それがない。
	
	







	
	




	・高性能機械による営農や効果的な病害虫防除等　に支障が生じるおそれがない。
	 
	

	
	
	・農業生産基盤整備事業や農地流動化施策への支　障が生じるおそれがない。
	
	

	
	
	・農用地区域を分断しない。
	
	

	
	
	
	（分断する場合）
 農用地の集団化に支障が生じるおそれがない。
	
	

	
３
号
	○農用地区域内における効率的かつ安定的な農業経　営を営む者に対する農用地の利用の集積に支障を　及ぼすおそれがない。
（関係機関又は客観的資料で確認）
	

	




	
	

	・経営規模の大幅な縮小により、担い手等が目指　す安定的な農業経営に支障がない。
	
	

	
	
	・担い手が経営する一団の農用地の集団化が損な　われない。
	
	

	
４
号

	○計画地及び周囲にため池、排水路等の土地改良施　設の有する機能に支障を及ぼすおそれがない。   
	
	




	
	



	・土地改良施設の毀損により土砂の流出、洪水等　の災害を発生させるおそれがない。
	
	

	
	
	・農業用用排水施設等について、土砂等の流入に　よる用排水停滞や汚濁水の流入等を発生させる　おそれがない。
	
	

	
	
	・必要に応じ施設の設置者・管理者等と調整して　いる。
	
	

	５
号
	○土地改良事業等が実施されている場合、公告によ　る工事完了日の年度の翌年度の初日から起算して　８年を経過している。
	

	




【以下は縦覧対象外】
　(2) 代替地検討一覧（農用地区域外で同程度の面積を検討すること。）              
	図面
番号
	所   在   地
	現況
地目等
	面積 （㎡）
	交渉等の経過・結果


	
	
	
	         
	

	
	
	
	     
	

	
	
	
	         
	

	
	
	
	         
	

	
	
	
	         
	

	
	
	
	
	


   ※土地所有者の了解を得ていることや土地価格が安価であることは理由としない。


３ 農業関連事業等との調整状況等
  (1) 土地改良事業等
	 土地改良事業等の計画・実施等の有無
	
	有
	
	 無


    ※土地改良事業等については下記参照のこと。
 
 〈有る場合〉 調整状況等
	土地改良事業等

・計画・実施中事業、県単独事業を含む。（市町村・県のNN部局に確認する）
・完了後８年経過の有無に関係なく記載する。
・完了年度については、完了公告を確認して記載する。（機能監視期間、事業繰越に留意）

【調整内容】
　NN部局等と調整（確認）を行う。
・土地改良事業等に支障がないか。（２号要件関係）
・土地改良施設の機能に支障がないか。（４号要件関係）

　その他、受益地除外、補助金返還、財産処分等についての確認・連絡を行う。
	事　業　名
（事業主体）
	

	
	事業工事完了
	年度（計画・実施中の事業は予定）

	
	調整状況等
（市町村・県NN部局、
施設管理者等）
	


	
	事　業　名
（事業主体）
	
（                                ）

	
	事業工事完了
	年度（計画・実施中の事業は予定）

	
	調整状況等
（市町村・県NN部局、
施設管理者等）
	


	
	事　業　名
（事業主体）
	
（                                ）

	
	事業工事完了
	年度（計画・実施中の事業は予定）

	
	調整状況等
（市町村・県NN部局、
施設管理者等）
	



[bookmark: _Hlk63261395]※　NN部局とは、農業農村整備事業（土地改良事業等）を担当する部署を指す。

  (2) 交付金等
	      法 令 ・ 交 付 金
	             設 定 状 況 及 び 調 整 状 況 等

	①農地中間管理事業の推進に関する法律（法第２条第５項）・土地改良法（第92条の２）
	農地中間管理権
	
	有（存続期間：　 年　 月～　 年 月）
	
	無

	
	調整状況等
	

	②農業経営基盤強化促進法

	


	農用地利用集積計画関係
 (法第18条）
	利用権設定等
	
	有（権利の種類：　　 　　）※予定含む
	
	無

	
	
	調整状況等
	

	
	農用地利用改善事業の特例関係
(法第23条の２）
	農用地利用規程
	
	有（有効期間：   年 　月～ 　年　月）
	
	無

	
	
	調整状況等
	

	③多面的機能支払交付金
	
	 有(調整状況：　　　　　　　　　　　　　　 )
	
	無

	④中山間地域等直接支払交付金
	
	 有(調整状況：　  　　　　　　　　　　　　 )
	
	無

	⑤環境保全型農業直接払交付金
	
	 有(調整状況：　　  　　　　　　　　 　　  )
	
	無

	⑥その他（　　　　　　    　）
	
	 有(調整状況：　　　  　　　　　　 　 　　 )
	
	無





４  主な関係法令等の許可見込み等（県同意基準）
	[bookmark: _Hlk65247744]   









	法　   令
	許　可　見　込　み　等

	
	 農地法　転用許可
	
	  許可見込み
	
	 許可不要
	
	 該当無し

	
	




	許可見込み又は許可不要の場合（転用予定地に農地を含む場合）

	
	
	
	農用地の集団性
	
	　20ha以上
	
	 10ha以上20ha未満
	
	　10ha未満

	
	
	


	除外後農地区分
	　　　　 該当する転用許可基準・許可不要例外規定等

	
	
	
	
	 甲種農地
	    　　　　　　　　　 　　　　　　　(例：集落接続、既存施設拡大など)

	
	
	
	
	 第１種農地
	     　　　　　　　　　　　 　　　　 (例：集落接続、既存施設拡大など)

	
	
	
	
	 第２種農地
	     　　　　　　　　　　　  　 (例：代替地なし、公益性の高い事業 など)

	
	
	
	
	 第３種農地
	 原則許可

	
	 都市計画法 開発許可
	
	　許可見込み
	
	 許可不要
	
	 該当無し

	
	 森林法 林地開発許可
	
	　許可見込み
	
	 許可不要
	
	 該当無し

	
	 その他（　　　　　）
	
	　許可見込み
	
	 許可不要
	
	 該当無し






５　その他（補足事項等）
	



　※１～４に記載した内容の補足又はそれ以外の特記事項を記載する。
　※違反状態であるものについては経緯等を記載する。


６　市町村の総合的判断
	






７　添付資料                                                                  
  (1) 位置図（複数案件がある場合はまとめて作成してもよい）
　(2) 農振図（農用地の集団性の確認できる広域図及び計画地周辺の詳細図）
　(3) 計画地及びその周辺の状況等がわかる字図、写真等
  (4) 事業計画に係る施設の配置図等
  (5) 代替地を検討した土地の位置図
